
災害時における被災者等の移動手段の確保に関する協定書 

 

 姫路市（以下「甲」という。）と一般社団法人日本カーシェアリング協会（以下「乙」と

いう。）は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に規定する災害

（以下「災害」という。）発生時における被災者等（被災者、被災地で活動するボランティ

ア団体及び災害ボランティアセンターをいう。以下同じ。）の移動手段の確保に関し、次の

とおり協定を締結する。 

（目的） 

第１条 この協定は、災害が発生した場合における姫路市内の被災者等の円滑な移動手段の

確保に関し、甲及び乙の役割分担の明確化を図り、被災者等に対する支援体制を構築する

ことを目的とする。 

（協力の要請） 

第２条 甲は、災害発生時において、被災者等の移動手段の確保の必要が生じたと認められ

る場合は、乙に対して協力を要請するものとする。 

（役割等） 

第３条 乙は、前条の規定による甲の要請を受けたときは、甲と連携の上、姫路市内の被災

者等に対する自動車の無償貸与事業（以下「無償貸与事業」という。）を可能な範囲で実

施するものとする。 

２ 甲は、無償貸与事業の実施場所の確保に努めるものとする。 

３ 甲及び乙は、無償貸与事業について市民への周知に努めるものとする。 

（守秘義務） 

第４条 甲及び乙は、この協定に基づく活動において知り得た相手方の秘密情報について、

この協定の有効期間中及び有効期間終了後を問わず、第三者に開示し、又は漏えいしては

ならない。ただし、事前に相手方の承諾を得た場合又は法令により開示を求められた場合

は、この限りでない。 

（連携体制の構築） 

第５条 甲及び乙は、この協定に基づく無償貸与事業を円滑かつ迅速に行うため、平時から

連携体制の維持向上に努めるものとする。 

２ 甲及び乙は、この協定に関する連絡担当者を選定し、相互に通知するものとする。連絡

担当者に変更があった場合も、また同様とする。 

（有効期間） 

第６条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、当該期間が満了

する日の１か月前までに甲及び乙から書面による申出がない場合は、有効期間は更に１年

間延長されるものとし、その後の有効期間についても、また同様とする。 

（協定内容の変更） 

第７条 甲及び乙のいずれかがこの協定の変更を申し出たときは、その都度協議の上、その

変更を行うものとする。 

（協議） 



第８条 この協定に定めのない事項又はこの協定に関して疑義が生じた事項については、甲

及び乙が協議して定めるものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲及び乙がそれぞれ署名の上、各自そ

の１通を保有するものとする。 

 

令和６年（2024年）１２月１９日 
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姫路市 

姫路市長    

 

 

                 乙  宮城県石巻市駅前北通り一丁目５番２３号 

                    一般社団法人日本カーシェアリング協会 

                    代表理事    

 

 


